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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期

中間連結会計期間
第34期

中間連結会計期間
第33期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

営業収益 （百万円） 38,043 41,148 77,990

経常利益 （百万円） 9,319 8,921 17,188

親会社株主に帰属する
中間（当期）純利益

（百万円） 6,550 6,120 12,129

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 6,695 6,227 12,544

純資産額 （百万円） 96,237 97,709 97,481

総資産額 （百万円） 112,931 115,312 115,573

１株当たり中間（当期）
純利益

（円） 129.81 127.59 244.93

自己資本比率 （％） 83.2 82.6 82.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 3,486 5,270 11,330

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 9,006 869 4,913

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △11,625 △6,086 △16,346

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

（百万円） 4,132 3,216 3,162

 

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．当社は、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託を導入しております。１株当たり中間（当期）純利益

を算定するための期中平均株式数については、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社

株式を控除しております。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）業績の状況

①経営成績の状況

わが国の経済は、雇用・所得環境が改善するなか、景気はこのところ一部に足踏みもみられますが、各種政策の

効果もあり、緩やかに回復しております。ただし、物価の上昇、金融資本市場の変動などにより、わが国の景気を

下押しするリスクがあり、依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社業務区域である沖縄県の経済におきましては、物価上昇が見られるものの個人消費は緩やかに増加しており

ます。雇用・所得環境も緩やかに改善しており、観光産業含め県内景気は拡大基調が続いております。

通信業界においては、人々の暮らしやビジネスの中で、デジタル化の流れは加速しており、通信の役割がますま

す重要になっています。

また、昨年末には電気通信事業法施行規則の一部が改正され、スマートフォンの端末割引などに関する新たな規

制が始まるなど経営環境は大きく変化しております。

このような情勢のもと、2025年３月期中間連結会計期間（2024年４月１日～2024年９月30日）における当社のグ

ループ会社を含めた経営成績は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

増減
増減率

（％）
(
 
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

(
 
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

営業収益 38,043 41,148 3,104 8.2

営業費用 28,757 32,247 3,489 12.1

営業利益 9,285 8,900 △384 △4.1

経常利益 9,319 8,921 △398 △4.3

親会社株主に帰属する
中間純利益

6,550 6,120 △430 △6.6

当中間連結会計期間における営業収益については、マルチブランド通信収入が増加したことや、au でんき売

上、端末販売収入、ソリューション売上が増加したことなどにより、前年同期比3,104百万円増加（8.2％増）の

41,148百万円となりました。

営業費用については、au でんき原価が増加したことや、端末販売原価やモバイル販売関連コストが増加したこ

となどにより、前年同期比3,489百万円増加(12.1％増）の32,247百万円となりました。

これらの結果、営業利益は前年同期比384百万円減少（4.1％減）の8,900百万円、経常利益は前年同期比398百万

円減少（4.3％減）の8,921百万円、親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比430百万円減少（6.6％減）の

6,120百万円となりました。

また、高速データ通信サービスに係る設備及びモバイルサービスにおけるデータトラフィックの増加に伴う通信

設備の増設、FTTHサービスに係る設備の拡張などを実施したことにより、設備投資額は2,571百万円となりまし

た。
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当社グループは単一のセグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

なお、当社グループにおけるサービス別の実績は、次のとおりであります。

（モバイルサービス）

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

増減
増減率
(％)

(
 
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

(
 
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

純増数 6,300 5,200 △1,100 △17.5

総契約数 668,500 682,900 14,400 2.2

端末販売台数 69,100 72,200 3,100 4.5

マルチブランド総合収入（百万円） 21,579 21,878 298 1.4

 
マルチブランド通信収入

（百万円）
18,150 18,276 126 0.7

 
マルチブランド付加価値収入

（百万円）
3,429 3,601 171 5.0

（注）１．純増数、総契約数及び端末販売台数は百契約未満を四捨五入しており、増減は端数処理後の数値を記載

しております。

２．純増数、総契約数、端末販売台数については、au、UQ、povo、３ブランドにおけるスマートフォン、

フィーチャーフォンの合計（ハンドセット）を記載しております。

３．マルチブランド：au、UQ、povoのモバイル３ブランドの総称

４．付加価値：自社・協業・補償サービス＋決済手数料など

当中間連結会計期間におけるモバイルサービスの状況につきましては、マルチブランド戦略の推進や、ネット

ワーク品質の向上など、お客さま重視のサービスに取り組んだ結果、前中間連結会計期間末と比較して、総契約数

が14,400契約増加（2.2％増）の682,900契約となりました。

マルチブランド総合収入は、前年同期比298百万円増加（1.4％増）の21,878百万円となりました。このうち、マ

ルチブランド通信収入については、前年同期比126百万円増加（0.7％増）の18,276百万円となりました。マルチブ

ランド付加価値収入については、前年同期比171百万円増加（5.0％増）の3,601百万円となりました。
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（FTTHサービス）

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

増減
増減率
(％)

(
 
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

(
 
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

純増回線数 3,200 2,500 △700 △21.9

累計回線数 122,200 126,700 4,500 3.7

（注）１．純増回線数及び累計回線数は、auひかりちゅら、auひかりちゅらビジネス及びひかりゆいまーるなどの

合計を記載しております。

２．純増回線数及び累計回線数は百回線未満を四捨五入して表示しており、増減は端数処理後の数値を記載

しております。

当中間連結会計期間におけるFTTHサービスの状況につきましては、純増回線数は前年同期比700回線減少

（21.9％減）となり2,500回線、累計回線数は前年同期比4,500回線増加（3.7％増）の126,700回線となりました。

（ライフデザインサービス）

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

増減
増減率
(％)

(
 
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

(
 
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

純増件数 2,400 3,500 1,100 45.8

契約件数 65,100 78,500 13,400 20.6

（注）１．純増件数及び契約件数は、au でんきの契約数を記載しております。

２．純増件数及び契約件数は百契約未満を四捨五入して表示しており、増減は端数処理後の数値を記載し

ております。

当中間連結会計期間におけるライフデザインサービスの状況につきましては、純増件数は前年同期比1,100契約

増加（45.8％増）となり3,500契約、契約件数は前年同期比13,400契約増加（20.6％増）の78,500契約となりまし

た。
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②財政状態の状況

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

増減
増減率
(％)

資産（百万円） 115,573 115,312 △260 △0.2

負債（百万円） 18,091 17,603 △488 △2.7

 有利子負債（百万円） 44 18 △25 △57.7

純資産（百万円） 97,481 97,709 228 0.2

自己資本比率（％） 82.3 82.6 0.3ポイント －

当中間連結会計期間末における資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。

（資産）

資産については、売掛金や投資有価証券が増加したものの、関係会社短期貸付金が減少したことなどにより、前

連結会計年度末と比較して260百万円減少（0.2％減）の115,312百万円となりました。

（負債）

負債については、前受収益や買掛金が増加したものの、未払金が減少したことなどにより、前連結会計年度末と

比較して488百万円減少（2.7％減）の17,603百万円となりました。

（純資産）

純資産については、配当金の支払いや自己株式の取得があったものの、親会社株主に帰属する中間純利益の計上

があったことなどにより、前連結会計年度末と比較して228百万円増加（0.2％増）の97,709百万円となりました。

以上の結果、自己資本比率は82.6％（前連結会計年度末は82.3％）となりました。
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③キャッシュ・フローの状況

（単位：百万円）

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

増減(
 
自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

(
 
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,486 5,270 1,784

投資活動によるキャッシュ・フロー 9,006 869 △8,137

財務活動によるキャッシュ・フロー △11,625 △6,086 5,538

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 868 54 △814

現金及び現金同等物の期首残高 3,263 3,162 △101

現金及び現金同等物の中間期末残高 4,132 3,216 △915

フリー・キャッシュ・フロー 12,493 6,140 △6,353

（注）フリー・キャッシュ・フローは「営業活動によるキャッシュ・フロー」と「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」の合計であります。

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は3,216百万円となりました。

なお、当中間連結会計期間におけるフリー・キャッシュ・フローは6,140百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローについては、税金等調整前中間純利益が減少したものの、売上債権の増減額

が前年同期に比べ減少したことなどにより、前中間連結会計期間と比較して1,784百万円収入が増加し、5,270百万

円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得による支出が減少したものの、関係会社短

期貸付金の回収による収入の減少や、工事負担金等受入による収入が減少したことなどにより、前中間連結会計期

間と比較して8,137百万円収入が減少し、869百万円の収入となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローについては、配当金の支払額が増加したものの、自己株式の取得による支出

が減少したことなどにより、前中間連結会計期間と比較して5,538百万円支出が減少し、6,086百万円の支出となり

ました。

（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。
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（３）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

（５）研究開発活動

該当事項はありません。

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、携帯端末機器及び付属品の購入費用のほか、販売費及び一般管

理費等の営業費用であります。投資を目的とした資金需要は、設備投資等によるものであり、設備資金等の所要資

金は自己資金で賄っております。

当社グループは、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としており、資金調

達に関し、低コストかつ安定的な資金の確保を基本に、財務状況や金融環境に応じ、最適と思われる調達手段を選

択しております。

なお、当中間連結会計期間末における有利子負債の残高は18百万円となっております。また、当中間連結会計期

間末における現金及び現金同等物の残高は3,216百万円となりました。これらのいわゆる手元流動資産残高につき

ましては、当社グループの財政状態及び金融環境に応じ変動しております。

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 48,314,982 48,314,982
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数
100株

計 48,314,982 48,314,982 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2024年５月15日
（注）

△907,300 48,314,982 － 1,414 － 1,614

（注）　自己株式の消却による減少であります。
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する

所有株式数の割合
(％)

ＫＤＤＩ株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目３番２号 25,071,582 52.66

日本マスタートラスト信託銀行株式会
社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂
インターシティＡＩＲ

1,401,100 2.94

沖縄電力株式会社 沖縄県浦添市牧港５丁目２－１ 944,000 1.98

琉球放送株式会社 沖縄県那覇市久茂地２丁目３－１ 944,000 1.98

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目７－３　
東京ビルディング

521,552 1.09

株式会社日本カストディ銀行（信託
口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 506,100 1.06

株式会社沖縄銀行 沖縄県那覇市久茂地３丁目10番１号 499,200 1.04

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ Ａ
ＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０
５００１
（常任代理人　株式会社みずほ銀行　
決済営業部）

ONE CONGRESS STREET,SUITE 1,
BOSTON, MASSACHUSETTS
（東京都港区港南２丁目15－１　品川
インターシティＡ棟）

487,325 1.02

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株
式会社

東京都千代田区大手町１丁目９番７
号　大手町フィナンシャルシティサウ
スタワー

387,578 0.81

國幸興發株式会社 沖縄県那覇市泉崎１丁目16－18 335,600 0.70

計 － 31,098,037 65.32

（注）上記信託銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,356,500 株

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 445,100 株
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 709,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 47,327,300 473,273 －

単元未満株式 普通株式 277,882 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  48,314,982 － －

総株主の議決権  － 473,273 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,800株（議決権の数38個）含ま

れております。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式を含

めて表示しております。

なお、当該株式の議決権は不行使となっております。

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数
（株）

他人名義所有
株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

（％）

沖縄セルラー電話株式会社
沖縄県那覇市松山
一丁目２番１号

709,800 － 709,800 1.47

計 － 709,800 － 709,800 1.47

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づき、同規則及び「電気通信事業会計規則」（昭和60年郵政省令第26

号）により作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

固定資産   

電気通信事業固定資産   

有形固定資産   

機械設備 38,919 39,528

減価償却累計額 △27,553 △28,227

機械設備（純額） ※ 11,365 ※ 11,300

空中線設備 13,811 14,027

減価償却累計額 △9,387 △9,576

空中線設備（純額） 4,423 4,450

端末設備 1,131 1,156

減価償却累計額 △794 △797

端末設備（純額） 336 358

市内線路設備 16,068 16,237

減価償却累計額 △12,011 △12,258

市内線路設備（純額） 4,056 3,978

市外線路設備 262 262

減価償却累計額 △59 △69

市外線路設備（純額） ※ 203 ※ 193

土木設備 1,148 1,150

減価償却累計額 △203 △231

土木設備（純額） ※ 945 ※ 919

海底線設備 3,948 3,948

減価償却累計額 △1,251 △1,402

海底線設備（純額） ※ 2,697 ※ 2,546

建物 11,013 10,988

減価償却累計額 △5,112 △5,226

建物（純額） ※ 5,901 ※ 5,762

構築物 1,325 1,328

減価償却累計額 △1,053 △1,062

構築物（純額） ※ 271 ※ 265

機械及び装置 190 190

減価償却累計額 △151 △154

機械及び装置（純額） 38 35

車両 197 197

減価償却累計額 △193 △194

車両（純額） 3 2

工具、器具及び備品 1,493 1,516

減価償却累計額 △1,059 △1,091

工具、器具及び備品（純額） ※ 433 ※ 424

土地 2,494 2,494

リース資産 － 6

減価償却累計額 － △0

リース資産（純額） － 6

建設仮勘定 2,017 1,764

有形固定資産合計 35,190 34,502
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

無形固定資産   

施設利用権 19 18

ソフトウェア 263 198

借地権 2 2

その他の無形固定資産 13 13

無形固定資産合計 298 232

電気通信事業固定資産合計 35,489 34,734

附帯事業固定資産   

有形固定資産   

有形固定資産 8,422 8,421

減価償却累計額 △1,122 △1,304

有形固定資産（純額） 7,300 7,116

有形固定資産合計 7,300 7,116

無形固定資産   

無形固定資産合計 145 133

附帯事業固定資産合計 7,445 7,250

投資その他の資産   

投資有価証券 448 999

社内長期貸付金 44 50

長期前払費用 ※ 1,762 ※ 1,611

退職給付に係る資産 543 554

繰延税金資産 1,633 1,646

敷金及び保証金 221 224

その他の投資及びその他の資産 18 17

貸倒引当金 △17 △15

投資その他の資産合計 4,655 5,087

固定資産合計 47,589 47,071

流動資産   

現金及び預金 3,162 3,216

売掛金 38,742 42,432

未収入金 3,440 2,819

貯蔵品 1,529 964

前払費用 450 748

関係会社短期貸付金 20,409 16,812

その他の流動資産 259 1,257

貸倒引当金 △11 △9

流動資産合計 67,983 68,240

資産合計 115,573 115,312
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

固定負債   

リース債務 5 8

ポイント引当金 100 101

株式給付引当金 164 137

固定資産撤去引当金 415 351

退職給付に係る負債 381 384

資産除去債務 240 242

その他の固定負債 780 857

固定負債合計 2,089 2,082

流動負債   

買掛金 2,116 2,614

リース債務 38 10

未払金 9,652 7,996

未払費用 178 166

未払法人税等 2,711 2,724

前受金 337 325

預り金 276 237

前受収益 52 562

賞与引当金 421 433

役員賞与引当金 28 14

契約損失引当金 186 430

その他の流動負債 3 2

流動負債合計 16,002 15,520

負債合計 18,091 17,603

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,414 1,414

資本剰余金 1,665 1,665

利益剰余金 94,768 94,987

自己株式 △3,000 △3,087

株主資本合計 94,848 94,981

その他の包括利益累計額   

退職給付に係る調整累計額 237 232

その他の包括利益累計額合計 237 232

非支配株主持分 2,395 2,496

純資産合計 97,481 97,709

負債・純資産合計 115,573 115,312
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

電気通信事業営業損益   

営業収益 25,091 25,085

営業費用   

営業費 5,784 6,222

施設保全費 2,669 2,696

管理費 1,303 1,318

減価償却費 2,948 3,041

固定資産除却費 247 286

通信設備使用料 2,925 2,847

租税公課 342 375

営業費用合計 16,221 16,787

電気通信事業営業利益 8,869 8,297

附帯事業営業損益   

営業収益 12,951 16,062

営業費用 12,536 15,459

附帯事業営業利益 415 602

営業利益 9,285 8,900

営業外収益   

受取利息 8 25

受取配当金 2 4

受取賃貸料 3 2

受取保険金 0 5

受取手数料 1 1

雑収入 17 12

営業外収益合計 34 51

営業外費用   

自己株式取得費用 － 10

雑支出 － 20

営業外費用合計 － 31

経常利益 9,319 8,921

特別利益   

工事負担金等受入額 ※ 4,951 －

特別利益合計 4,951 －

特別損失   

工事負担金等圧縮額 ※ 4,951 －

特別損失合計 4,951 －

税金等調整前中間純利益 9,319 8,921

法人税、住民税及び事業税 2,570 2,699

法人税等調整額 51 △10

法人税等合計 2,622 2,688

中間純利益 6,696 6,232

非支配株主に帰属する中間純利益 145 111

親会社株主に帰属する中間純利益 6,550 6,120
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純利益 6,696 6,232

その他の包括利益   

退職給付に係る調整額 △1 △5

その他の包括利益合計 △1 △5

中間包括利益 6,695 6,227

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 6,549 6,115

非支配株主に係る中間包括利益 145 111
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 9,319 8,921

減価償却費 3,122 3,213

固定資産除却損 175 204

固定資産撤去引当金の増減額（△は減少） △71 △63

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △2

ポイント引当金の増減額（△は減少） △37 0

契約損失引当金（△は減少） 20 243

賞与引当金の増減額（△は減少） 19 12

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △11

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7 2

受取利息及び受取配当金 △11 △29

工事負担金等受入額 △4,951 －

工事負担金等圧縮額 4,951 －

売上債権の増減額（△は増加） △5,252 △3,689

棚卸資産の増減額（△は増加） △215 539

仕入債務の増減額（△は減少） △381 497

未払金の増減額（△は減少） 23 △1,780

その他 △1,021 △136

小計 5,693 7,920

利息及び配当金の受取額 11 29

法人税等の支払額 △2,218 △2,679

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,486 5,270

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △5,307 △2,069

無形固定資産の取得による支出 △23 △15

投資有価証券の取得による支出 － △561

関係会社短期貸付金による支出 △12,408 △14,825

関係会社短期貸付金の回収による収入 22,018 18,422

工事負担金等受入による収入 4,951 －

その他の支出 △233 △93

その他の収入 10 12

投資活動によるキャッシュ・フロー 9,006 869

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △31 △31

自己株式の取得による支出 △9,089 △3,144

自己株式の売却による収入 1 －

配当金の支払額 △2,353 △2,899

非支配株主への配当金の支払額 △11 △10

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△140 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △11,625 △6,086

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 868 54

現金及び現金同等物の期首残高 3,263 3,162

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 4,132 ※ 3,216
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（追加情報）

（取締役等に対する業績連動型株式報酬制度）

当社は、取締役（社外取締役及び非常勤取締役を除く。以下同じ）及び一部の執行役員に対して、中長期的な

業績向上及び企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的に、役員報酬BIP信託による業績連動型株式報酬制

度（以下「本制度」という。）を導入しております。

(１)取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役及び一部の執行役員

に対して、当社が定める役員報酬BIP信託に関する株式交付規程に従って、当社株式等が信託を通じて交付さ

れる業績連動型の株式報酬制度です。なお、取締役及び一部の執行役員が当社株式等の交付を受ける時期は、

原則として取締役及び一部の執行役員の退任時とします。

本制度につきましては、2024年７月26日開催の取締役会にて信託期間を延長し、金銭の追加拠出を決議しま

した。

(２)信託に残存する当社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度59百万円、24,378

株、当中間連結会計期間101百万円、29,226株であります。

 

（管理職に対する株式付与制度）

当社は、管理職以上の従業員（以下「従業員」という。）に対して、業績向上を目指した業務遂行を一層促進

するためのインセンティブ付けを図ることを目的に、株式付与ESOP信託による株式付与制度（以下「本制度」と

いう。）を導入しております。

(１)取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、従業員に対して、当社が定

める株式付与ESOP信託に関する株式交付規程に従って、当社株式等が信託を通じて交付される株式付与制度で

す。なお、従業員が当社株式等の交付を受ける時期は、原則として従業員の退職時とします。

本制度につきましては、2024年７月26日開催の取締役会にて信託期間を延長し、金銭の追加拠出を決議しま

した。

(２)信託に残存する当社の株式

本信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度127百万円、54,982

株、当中間連結会計期間181百万円、株式数は67,070株であります。
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（中間連結貸借対照表関係）

※　工事負担金等による圧縮記帳額

工事負担金等の受入れにより取得価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

電気通信事業固定資産   

　機械設備 629 629

　市外線路設備 313 313

　土木設備 139 139

　海底線設備 3,524 3,524

　建物 221 221

　構築物 66 66

　工具、器具及び備品 41 41

投資その他の資産   

　長期前払費用 14 14

計 4,951 4,951

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※　工事負担金等受入額及び工事負担金等圧縮額

工事負担金等の受入れによる収入であり、工事負担金等圧縮額は当該工事負担金等により取得した固定資産

の圧縮記帳に係るものであります。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

（単位：百万円）

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日)

現金及び預金勘定 4,132 3,216

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 4,132 3,216
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

(決　議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月15日
定時株主総会

普通株式 2,355 45.0 2023年３月31日 2023年６月16日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金３百万円が

含まれております。

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

(決　議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月30日
取締役会

普通株式 2,450 50.0 2023年９月30日 2023年12月５日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金４百万円が

含まれております。

３．株主資本の金額の著しい変動

（自己株式の取得及び消却）

当社は、2022年４月27日、2022年７月27日及び2023年１月30日開催の取締役会において、会社法第165条第

３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議

し、当中間連結会計期間において自己株式26,400株を79百万円で取得しました。

また、2023年４月27日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却を行うこと

を決議し、2023年５月18日付で自己株式1,432,400株の消却を実施いたしました。

この結果、当中間連結会計期間において利益剰余金及び自己株式がそれぞれ3,999百万円減少しました。

（自己株式の取得及び自己株式の公開買付け並びに自己株式の消却）

当社は、2023年４月27日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条第１項及び当社定款の規定に基づき、自己株式の取得を行うこと、及びその具体的な取得方法

として自己株式の公開買付けを行うことを決議し、2023年６月21日付で自己株式3,101,118株を8,373百万円で

取得しました。

また、2023年７月26日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却を行うこと

を決議し、2023年８月９日付で自己株式3,101,118株の消却を実施いたしました。

この結果、当中間連結会計期間において利益剰余金及び自己株式がそれぞれ8,373百万円減少しました。

（自己株式の取得）

当社は、2023年７月26日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議し、当中間連結会計期間において自己

株式208,200株を636百万円で取得しました。

これらの結果、当中間連結会計期間末において利益剰余金が91,641百万円、自己株式が829百万円となって

おります。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

(決　議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月13日
定時株主総会

普通株式 2,902 60.0 2024年３月31日 2024年６月14日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金４百万円が

含まれております。

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

(決　議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月25日
取締役会

普通株式 2,856 60.0 2024年９月30日 2024年12月５日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金５百万円が

含まれております。

３．株主資本の金額の著しい変動

（自己株式の取得及び消却）

当社は、2023年７月26日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議し、当中間連結会計期間において自己株式

54,100株を189百万円で取得しました。

また、2024年５月８日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却を行うことを

決議し、2024年５月15日付で自己株式907,300株の消却を実施いたしました。この結果、当中間連結会計期間に

おいて利益剰余金及び自己株式がそれぞれ2,999百万円減少しました。

（自己株式の取得）

当社は、2024年５月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条第１項及び当社定款の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議し、当中間連結会計期

間において自己株式708,300株を2,800百万円で取得しました。

これらの結果、当中間連結会計期間末において利益剰余金が94,987百万円、自己株式が3,087百万円となって

おります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（表示方法の変更）

前中間連結会計期間において、顧客との契約から生じる収益の分解情報については、「電気通信事業営業

収益」及び「附帯事業営業収益」と区分して表示しておりましたが、前連結会計年度末より、当社グループ

の収益構造を、より投資者等への理解に資するため「マルチブランド通信収入」、「マルチブランド付加価

値収入」、「携帯端末収入」、「その他」へと区分して表示しております。この表示方法の変更を反映させ

るため、前中間連結会計期間について注記の組替えを行っております。

（単位：百万円）
 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

マルチブランド通信収入 18,150 18,276

マルチブランド付加価値収入 3,429 3,601

携帯端末収入 5,789 6,783

その他 10,673 12,486

合計 38,043 41,148

顧客との契約から生じる収益 37,874 40,972

その他の源泉から生じる収益 168 175

（注）１．マルチブランド：au、UQ、povoのモバイル３ブランドの総称

２．付加価値：自社・協業・補償サービス＋決済手数料など

３．携帯端末収入：携帯端末及びアクセサリー類の販売収入

４．その他：固定通信サービス収入、電力収入等

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日 )

(自　2024年４月１日
至　2024年９月30日 )

１株当たり中間純利益 129円81銭 127円59銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 6,550 6,120

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益（百万円）

6,550 6,120

普通株式の期中平均株式数（千株） 50,466 47,972

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式を「１株当たり中間純利益」の算定上、期

中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前中間連結会計期間85,588株、当中

間連結会計期間96,296株）。
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（重要な後発事象）

（自己株式取得に係る事項の一部変更）

当社は、2024年５月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議しましたが、2024年10月25日開催の取締役

会において、当該事項を一部変更することを決議しました。

１．変更の理由

株主還元の強化及び資本効率の向上並びに経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を実行するため

に、取得し得る株式の総数及び株式の取得価額の総額を変更するものです。

２．変更の内容

変更箇所については下線を付しております。

 

 変更前 変更後

(１) 取得対象株式の種類 普通株式

(２) 取得し得る株式の総数

1,400,000株（上限）

発行済株式総数（自己株式を

除く）に対する割合 2.9%

1,600,000株（上限）

発行済株式総数（自己株式を

除く）に対する割合 3.4%

(３) 株式の取得価額の総額 40億円（上限） 50億円（上限）

(４) 取得期間 2024年５月20日～2025年４月18日

 

 

２【その他】

2024年10月25日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額…………………… 2,856百万円

（ロ）１株当たりの金額………………………………… 60円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 2024年12月５日

（注）１．2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．上記の「配当金の総額」には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配

当金５百万円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月5日

沖縄セルラー電話株式会社

取締役会御中

 

PwC Japan有限責任監査法人

京都事務所

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩瀬　哲朗

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　健一

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖縄セルラー電話

株式会社の2024年4月1日から2025年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年4月1日から2024年9月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、沖縄セルラー電話株式会社及び連結子会社の2024年9月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。
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また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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